
 

 

平成 26 年８月１日 

復 興 庁 

 

「WORK FOR 東北」における派遣実績（平成 26 年度第１四半期）について 

 
被災地が必要とする専門人材を企業等から現地に派遣する取組「WORK FOR 東

北」※について、下記のとおり、17 名（企業からの派遣１名、個人応募 16 名）

の派遣が決定され、順次、地域の産業復興やコミュミティ構築支援など、専門

性の高い分野で活動を開始しています。 

なお、平成 25 年度の派遣実績と合わせると、現在 34 名の民間人材が、「WORK 

FOR 東北」を通して被災地で活動しています。 

記 

平成 26年度 第１四半期実績 計 17 名（企業からの派遣１名、個人応募 16名） 

派 遣 先 業 務 内 容 派遣期間

岩手県 

（3 名） 
山田町 復興支援員 

（3 名） 
商業や食品事業者の生業再生やまちの賑

わい回復業務
H26/6/1～ 

宮城県 

（2 名） 

気仙沼市役所（東北未来

創造イニシアティブ） 人材育成道場の運営及び事務局運営業務 H26/5/12～ 
山元町役場産業振興課 

※企業派遣（パナソニック）

農水産物直売所等の施設に対する企画立

案、6 次産業化に向けた商品開発 
H26/8/1～ 

福島県 

（12 名） 

須賀川市役所観光交流課
観光事業全般に関する企画広報及び事業

推進業務
H26/7/1～ 

南相馬観光協会（2 名） 観光イベント開催、交流人口拡大に向けた

特産品開発、農家民宿支援等

H26/7/1～ 

ほか

ならは復興まちづくり会社 

（3 名） 
住民同士や町を訪れる方などの交流拠点

運営業務、広報戦略等の企画立案等
H26/7/1～ 

川内村商工会 帰村を目指して立ち上げる商業施設のサー

ビス企画及び運営業務
H26/7/1～ 

大熊町 復興支援員(4 名)
避難先における避難者コミュニティ構築支

援、交流イベント企画等

H26/5/12～ 

ほか

浪江町役場復興推進課 
ＩＣＴサービスを活用した仮設住宅居住者と

ふるさとの絆づくりプロジェクト等 
H26/7/1～ 

（※）「WORK FOR 東北」は平成 25 年 10 月より開始した取組であり、平成 26 年度は日本財

団と復興庁の協働事業として実施。詳しくは専用ウェブサイト参照

（http://www.work-for-tohoku.org/） 

以 上 
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本件連絡先： 

復興庁総合政策班（「WORK FOR 東北」担当） 

     堂井、地主、高橋 

TEL：03-5545-7463 


